はじめに
この小冊子は、東日本大震災におけるボランティア入門用に、「新しい公共をつくる市民キャビネット（略称市民キャビネット）災害支援部会」の研修テキストとして作成されました。各地域のNPOでのボランティア研修にもお使い下さい。
ゴールデンウィークから夏休みにかけて多くのボランティアの皆さんが被災地での活動を行うと思います。しかし、その多くが初めてボランティアに参加する方も多く、「ボランティア活動」の意識や基本も知らずに行動することでのリスクも指摘されています。
災害ボランティアがうまく機能するためには、ボランティア自身の「シーズ」（この場合はスキルやリテラシーなど、具体的にはあなたが現地で何が出来るか）と被災地の「ニーズ」（被災地でボランティアに期待している事、必要なもの、受付体制など地域の「受容力」とも呼ばれている）とがうまくマッチングすることが大切です。そして、それを組織的にバックアップしたり、コーディネートする人材やNPOやNGOなどの団体も必要でしょう。
また、震災直後の救援・緊急支援の第1段階から、避難所での炊き出しや支援物資の仕分け、輸送、募金活動などの第2段階の復旧支援の過程。そして、重なり合うことも多いのですが、家や学校などの泥のかき出し、家具の整理や仮設住宅での生活支援など第3段階の復興支援と続く活動があげられます。今回はその作業に初めて従事するボランティア初心者を想定していますが、当然、活動の回数や能力などでのボランティア・スキルに応じた、あるいは発災から復旧、復興とその段階に応じた活動や研修プログラムが求められると思います。
ここでは初心者のために原則的な「ボランティアとは何か」という理念編から、被災地へ行くまでの情報と予備知識の実践編、そして現地での行動編の３つのカリキュラムで、初心者の災害ボランティアを育成することを目的にしています。ともかく被災地に行って役に立ちたいというはやる気持ちは分りますが、まずは被災地や他のNPOや市民にかえって迷惑にならないためにも事前の準備を忘れずにすることが大切です。共助のまえに自助、自律した市民であることがボランティアの前提であることを忘れずに行動しましょう。
2011年4月23日
「新しい公共をつくる市民キャビネット災害支援部会」
研修担当：山中　邦久（日本ボランティア学会会員）
＜理念編＞
ボランティアとは何か
大上段に構える訳ではありませんが、恐らくこの小冊子を読む、あるいはこの研修を受けるあなたは「東日本大震災」の中で「何かを手伝いたい」「自分で出来ることはないか」という強い思いで志願して被災地や被災者支援を行いたいという方でしょう。つまり、共通の想いは同じ動機でこの場に集う市民ではありますが、日常生活では学生や会社員であったり、企業家や公務員の場合もあるかも知れません。年齢も男女も異なり住んでいる地域や考え方、習慣や出来るスキル、能力も違う「市民」であることと思います。しかし、被災地では同じボランティア仲間として、組織的な行動や共通意識が必要になります。そうでなければ被災者が混乱したり、指揮命令が行き届かずの事故にも結びつかないとは言えません。なぜ、こうした研修が重要かも含めて「ボランティア」の意味を理解しておくことが今回の大規模な災害支援にあたっては、特に大切だということをご理解ください。
東日本大震災の特徴
ここでは被災地でのボランティアの位置づけを中心に、特に今回の大震災の特徴と合わせて考えます。
今回の東日本大震災の特徴と、１６年前の「ボランティア元年」といわれる契機となった阪神大震災との比較や教訓が生かせているかなどを視点にその進化を考えてみましょう。
まず災害の規模や被災状況に関しては、地震のマグニチュードや規模、範囲が東日本10県と多数の市町村に及ぶ広範囲であること。沿岸部分の大きな津波の被害であること。福島原発事故を伴う世界的にも注目の被害や避難であることの３点があげられるでしょう。その分、国としての対応も異なり10万人規模での自衛隊の出動やアメリカ空母の要請という、組織だった救援活動が素早かったこともあげられます。地方都市の神戸を中心とした阪神の震災に比べて被害が甚大で港湾、空港、鉄道施設が破壊、道路も寸断され、当初はヘリコプターなど現地への移動も困難を極め、外部ボランティアも個人的には勝手には入れず自己完結型の組織的な団体のみの制限が設けられました。
つまり、阪神での自発的な市民活動としての「ボランティア」が今回「市民団体やNPO法人として組織化」されていたことがこの16年間の成果であり、大きな違いであるといえるかも知れません。被災地では被災者の中から自発的な「内部ボランティア」が生まれています。地域内、県内のボランティアが日帰りで被災者の救援にもあたりました。そして、道路や交通の復旧を待って、この週末などを利用して阪神をはじめ全国から続々と「外部ボランティア」が集まって来ることでしょう。
ですからここではそうした特に「外部ボランティア」向けの留意点を研修することになります。そして、その中心は組織化されたボランティアということです。それはいつか自分たちの地域でのNPO活動にも役立つばかりでなく、いざ震災に遭った場合にも地域での共助組織として役立つことになるかも知れません。
ボランティアという言葉
日本の敗戦と共に戦後復興でボランティア活動を推進したのは欧米のキリスト教などの平和団体でした。それらが政策的に地方公共団体をはじめ、町会・自治会、社会福祉協議会、商工会、青年会議所、あるいは教育委員会や公安委員会、民生委員などに制度化され、ある意味で古い公共として制度化されています。
また、古来からの互助組織やもともと地域社会に根ざした地縁、「お互いさま」といった助け合いの社会システムが、例えば農耕や漁村での「講」「結」「舫」「絆」といった、意識的にはボランティアとは言われなくても確実にボランティア精神としては存在していましたし、地方では現存しているといえるでしょう。
よく言われるように震災後には「自助」「共助」「公助」の３つが必要とされます。これをマスコミ的な一般論で言えば、自分で助かること、近所の助け合い、国の救助や行政の支援となるのでしょうが、現実的にはそう簡単な分類は難しいでしょう。つまり、地域が孤立し、あるいは広範囲での被災地では自分や家族を含めて生き残った人たちが協力して支援があるまで生き残ることが重要になります。
現代社会では子どもは学校に、旦那は会社や役所に分散していることの方が多いために、それぞれ自分が生き残ったら、近くの人々と互いに協力、連携して、救援を待つという一連の流れで、どこからが共助かなどの境目のない状況だと言えるでしょう。言い換えれば「人間」である以上、集団や組織が必要であり、それぞれの自助能力はすなわち自治組織能力ともいえるかも知れません。
ボランティアもまずは被災地の中での現場リーダーのようなスタイルで自然発生する「内部ボランティア」がみんなをまとめ、救助し支援物資を分配し、「共助」を進めることでしか「自助」はあり得ないのです。そして、仲間と力を合わせ、行政を入れることでスムーズに救援を求め、復旧や復興に立ち向かう自助能力こそ、みんなで共に「自らが立ち上がる能力」なのでしょう。その輪が広がることで決して一人ではない、心（ボランティア精神）は共にあると全国の人々が共感し支えるのです。それがボランティア（自発・内発的）能力なのではないでしょうか。
被災した力の弱い子どもたちですら現場では内部ボランティアとして立派な戦力になっています。自律した人間は自助だけでなくすべからく共助の仲間であります。人を助ける能力は自分を助ける能力なのです。まさに「情けは人のためならず」なのでしょう。それが世界を驚かせた日本人の共通の意識であったのではないでしょうか。
こうした自発的な個人の心情の発露をどう組織として有効に機能させるか、それが次の課題となります。
現代のボランティアに必要なスキル
ボランティア活動が、他の人に協力して手伝うことだとすると、重要なことは自分に何ができるか、支援を求める人が何を望むかのマッチングです。言い換えれば双方のコミュニケーションが基本です。
ここでのポイントは、NPO（組織化されたボランティア、市民団体）の育成と社会福祉協議会や消防団などの既存の中間支援組織などと、さらには国や行政との協働的な組織のあり方が重要になるでしょう。その連携にはICT化が欠かせないこと、特に市民や職員のITリテラシーの向上が重要であることが考えられます。それだけの広域で広範囲の災害であり、それらをどう今後の復興支援や継続的な災害対策に活用できるか、が重要なのです。ですからボランティアが組織化し、連携して有機的に活動するために求められる基礎的なスキルは、コミュニケーション能力とネットワーク能力であり、ITを使いこなせることです。
被災地支援には第1段階で「救援・緊急支援」があります。第2段階が「復旧支援」で、第３段階が「復興支援」であり、それぞれに支援物資や支援方法も異なり、今回は長期にわたるこれからの復興支援も重要になるでしょう、現地でのインフラの復旧は目覚しく、電気や電話なども含めてライフラインはかなりのスピードで回復しています。今回の災害で意外と不通になるのは携帯電話でしたが、その復旧も思ったより早かったのは幸いでした。しかし、さすが生まれがアメリカの軍事目的だっただけにこれだけの大震災でもインターネットはどこかのサーバを通じて繋がっていたといわれます。これは被災地との距離感を縮めます。
さらにこうした情報の重要性の中で急務は安否確認だったといえるでしょう。特に住所と職場の距離や被害が広域だっただけに、多くの分散した避難所や救援施設との情報の共有や情報開示の方法が重要になりました。そして、現場での生存トリアージ（医療現場での優先順位の決め方）とでも呼べる、死亡・遺体確認、行方不明か病院、避難所生存かの分類を速やかに行うためにも、今後はIT活用は不可欠となります。大きなセンターで連日、家族の消息や安否確認で翻弄される被災者に対して、紙ベースでの張り出しなど時代遅れのやり方では非効率でより疲弊します。電気が復旧し、机の上にはパソコンもありながらなぜアクセスやエクセルデータにして災害対策本部でデータベース化して検索システムを稼動したり作ったり出来なかったのでしょうか。わずか１日、１人のスキルのある人間がいれば可能なことを１ヶ月も同じスタイルで右往左往しているのが現状でした。そのためにパソコン５０台を支援物資に要望すればすぐに調達できるはずであり、多分、東京やアメリカだったらそうしているのではないでしょうか。
ボランティアのシーズとニーズ
今回の復興支援が長期にわたることを考え、ボランティアにはその自分たちにできることのリストアップが重要になります。いわゆる「シーズ」と言われるスキルやリテラシー、リソース（社会的な資源）です。最近話題の「プロボノ」と言われる専門的なボランティアも活躍が期待されるところです。被災地で役立つボランティアがどんな能力があるか、その必要性とマッチングして、自分に何ができるか考えておくことは大切なことです。
自分のスキルをあげていくためにもボランティア経験を生かすことは、次のボランティア活動へのステップとなります。同じ片付け作業でもそのボランティアさんの動きは違うでしょう。言われた作業を行うだけでなく、被災者の思いや心情、ニーズを理解しての自ら率先して動けるボランティアは大きな戦力になります。あなたのレベルアップは組織としてのボランティア、NPOにとってもレベルアップになるのです。
同時に、次に重要になるのは外部ボランティアの受け入れをスムーズに行える被災地での「ニーズ」（必要性）のリストアップや情報収集、行政などとの調整、情報発信力があげられます。これは被災地での「受容力」とも言われます。今回は勝手に支援物資を送付したり個人ボランティア入りの混乱は少なかったのですが、現地での受け入れ対応能力とともに、これも情報発信と公開というIT化社会のスキルやリテラシーとも非常に密接に結びついているといえるでしょう。この情報能力と庁内調整や避難所ネットワークなどとの連携調整能力、いわゆるコーディネート能力にポイントがあります。
こうした内部のニーズの収集、情報発信、外部ボランティアや専門家、公的支援部隊との調整能力が受け入れ対策本部にどれくらいあるか、その総合力が「受容力」といえるでしょう。いってみれば被災地側のボランティア活用術（力）とでも言えるかも知れません。これなくしてはせっかくの全国各地からのボランティアの力を有効に活用できないことになります。
もし、被災地の内部ボランティアのマンパワーにそうした不足があれば、それは外部ボランティアとして被災地に入り、長期的な支援が必要になります。現地での研修担当としての内部のスキルアップも行うことが求められるかも知れません。
このあたりは、ボランティア入門研修に続き、もう少し時間をかけての地域コーディネータ研修といった部分を含めての初級、中級と災害ボランティア研修のカリキュラムとなる話ですが、思いを形にする、本当に被災地に役立つマンパワーとしてのボランティア研修の存在も頭のどこかに入れておくことも意味があるのかも知れません。
＜実践編＞
　
被災地の情報と必要な知識
さて、それではいよいよ「実践的なボランティア」の留意点に入りましょう。
今回のボランティア入門研修では、作業は体力中心の泥かきなどを、そしてボランティア団体としての被災地入りを想定しています。それがボランティア実習になります。
まず、「市民キャビネット災害支援部会」が募集した現地入りの場合は、別途内容が示されますが、出来るだけ最初は、リーダのいるNPOの一員として参加することをお奨めしますが、自分が主催したり、企画するようになった場合、その他団体として被災地へ自主的に行く場合は、以下のサイトから必ず最新の事前情報を収集することにしましょう。実践編での基本はこの情報収集能力、被災地での「受容力」の確認です。でなければボランティアは必要なところでなく、集中したりで待機時間がながくなり、無駄足になる場合も出てきます。事前準備と共に、どこに、どんなボランティアが必要かを必ず確認することが大事です。必要な情報、知識はこの確認作業で概ね確認することが出来るはずです。
内閣府「東日本大震災関連情報」
http://www.cao.go.jp/shinsai/index.html
厚生労働省「東日本大震災関連情報」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014ih5.html
全国社会福祉協議会「被災地支援・災害情報ボランティア情報」 
http://www.saigaivc.com
全国社会福祉協議会「東日本大震災被災地支援活動」
http://www.shakyo.or.jp/saigai/touhokuzisin.html

宮城県
http://www.pref.miyagi.jp/

岩手県社会福祉協議会
http://www.iwate-shakyo.or.jp/
福島県社会福祉協議会
http://www.fukushimakenshakyo.or.jp/
ひょうごボランタリープラザ「東北自動車道・ボランティア・インフォメーションセンター」
http://www.hyogo-vplaza.jp/

助けあいジャパン（内閣官房震災ボランティア連携室と民間との連携プロジェクト） 
http://tasukeaijapan.jp
東日本大震災支援全国ネットワーク（今回の震災における被災者支援のために結成されたネットワーク組織）　
http://www.jpn-civil.net 

特に市民キャビネット関連のボランティアセンターは次の通りです。場所や連絡先は研修会で確認してください。
●東日本大震災復興NPO支援・全国プロジェクト仙台事務所
●［ＮＰＯ連携］ＧＡＮＢＡＲＯ↑ＭＩＹＡＧＩ ／ 宮城復興支援センター　センター
http://www.gakuwarinet.com/ganbaro/volunteer/index.html

●NPO連携仙台宮城緊急支援対策本部（名称変更：復興支援プロジェクトNPO＋）
●NPOいわて連携復興センター
●NPO連携福島復興センター
●遠野まごころネット
●（特）日本災害救援ボランティア・ネットワーク
●被災地NGO恊働センター
被災地におけるボランティア活動状況とボランティアニーズ
内閣官房震災ボランティア連携室企画官　田村太郎さんが、４月６日に執筆したものを一部抜粋しておきますので、予備知識として参考にしてください。
＊＊＊＊＊
被災地では、ガソリン不足や宿泊場所の確保などの問題があり、大規模な人数を受け入れることが難しい状況が続いてきました。このため市内在住者、または移動や食事、宿泊などを自ら手配できる自己完結型のボランティアに限定して受け入れをコーディネートしている災害ボランティアセンターが多く、地元以外のボランティアを受け入れているところは10カ所程度となっています。
しかし、長期にわたる避難所生活で地元の方々も疲れてきています。また学校の再開などで高校生のボランティアも減ることが予想されるなど、地元以外のボランティアの力を必要とする段階となりつつあると考えられます。
これからのボランティアニーズについて
被災地では、①泥かきや物資の仕分けなどの「体力系」、②子どもの遊びや学習支援、お年寄りの傾聴などの「プログラム系」、③外国語や手話の通訳、栄養指導、カウンセリングなどの「専門系」の、大きく分けて３つの種類のボランティア活動が必要となっています。災害ボランティアセンターなど被災地の「ボランティアコーディネート拠点」を訪問したり事前に相談するなどして、現地の状況に応じた活動を心がけましょう。
被災地では仮設住宅の建設が進む一方で、避難所生活の長期化も避けられない状況です。NPOが宮城県内の99カ所で行った調査では、避難所の高齢者率は34%でした。介護が必要な人は1避難所平均で2.2人、障害者は2.5人でした。避難所で暮らす多様な人たちのニーズに応える「プログラム系」や「専門系」のボランティア活動に強いニーズがみられます。
また、多くのボランティアが活動するためには、被災地でボランティアを受け入れる側のコーディネートとともに、ボランティアを送り出す側でのコーディネートも重要です。大学や地域単位で集まって現地でどんな活動を行うかを検討し、必要な物の準備や研修等を済ませてから出発することができれば、現地での活動も円滑にスタートできます。
長引く避難所生活に求められている活動や、仮設住宅などへの移動に伴って必要なことをあらかじめ予測し、プログラム系の活動を中長期的に展開する必要もあります。被災地の人たちが新しい一歩を踏み出し始める大切なこの時期、ボランティアにできることも刻々と変化していきます。被災地の現在のニーズを知るとともに、さらに先に起こるニーズを予測し、必要な活動をタイミング良く提供できるよう、ボランティアにも知恵と工夫が求められています。（助けあいジャパンより）
＜行動編＞
ボランティア登録と事前打合せ
さて、いよいよボ具体的なランティアとしての実習、実践行動に移る前の留意点に入ります。
まず市民キャビネット災害支援部会では、被災地支援を含めてボランティア登録と研修を修了した方に、「災害ボランティア」と記された黄色いウィンドブレーカーと身分証になる修了カードを発行、配布します。これらは被災地での身分を証明するものとして現地で活動する場合の相互の安心材料になります。どこの馬の骨かわからないでは地方では受け入れてくれる以前に怪しまれ、また無用のトラブルにもなります。単独、個人で参加の場合も出来るだけ現地の社会福祉協議会などでボランティア登録を行うことは必要条件です。
登録では自分のシーズをはっきりさせておくことが重要になります。例えば運転でも４トン車トラックが可能か、普通自動車か、持ち込み可能かなど細かな登録が必要です。
· 何ができるか、やりたいか
· 期間、時期（何泊可能か）
· 寝袋などの準備が出来ているか　など
登録ボランティアの中から現地の要請に応じて本部での掲示やメーリングリストなどで募集が行われます。従来の第1段階、第2段階のステップでは、救助犬出動を支援するヘリコプターでの取材、報道部隊や緊急物資の輸送隊、後方支援の物資の仕分け、分別、調達部隊と義援金募金部隊などが活躍しました。
これからは先にあげられたように①泥かきや物資の仕分けなどの「体力系」、②子どもの遊びや学習支援、お年寄りの傾聴などの「プログラム系」、③外国語や手話の通訳、栄養指導、カウンセリングなどの「専門系」の、大きく分けて３つの種類のボランティア活動が必要となりますが、必ず事前にどんなボランティアを行うか、事前に打ち合わせておくことが肝心です。それに対応して服装や持ち物などの装備などの事前準備も違ってきますので、打合せはしていなければ何も出来ないことになります。
ここでは一番多い、①の体力系「泥かき」や瓦礫の撤去を例に現地入りの手順と留意点をあげておきます。
被災地に行くと色とりどりのウィンドブレーカーやベストを着てネームカードをぶら下げた組織だてられたボランティアが目に付きます。この時期になると個人的に各地の災害支援センターや社会福祉協議会のボランティアセンターに来て活動するボランティアも増えますが、急に来ると待ち時間で半日ムダ骨になることも多く、できれば事前予約や団体登録しての参加がいいでしょう。できるだけ単独行動より団体行動を優先しましょう。泥かき作業の多くはすでに公共施設よりは個人宅となっています。個人の家を訪問するのと同じ気持ちで参加します。細かな指示はそこの住人の被災者が立ち会う場合が多いのでしっかり対応するよう心がけます。ここでもコミュニケーションはとても重要です。
添付資料として、災害支援部会主催でないボランティア参加に役立つ、全社会福祉協議会の各地の災害ボランティアセンターの連絡先と受付状況を示しておきますので、必ず事前に問い合わせするようにしてください。また、「宮城県災害ボランティアバスパック」募集概要と申込書を添付しておきます。この場合も出来るだけ支援部会としてまとまっての団体登録を心がけてください。
ボランティアの組織化－部隊・チーム編成
想定するボランティア組織は、１部隊４チーム編成で、１チーム５名単位ほどで総勢２０名編成がいいとされています。これはちょうどマイクロバスに乗れる人数ということでもありますが、個人所有のバンやワゴンでも最低１チーム編成での団体行動が望まれます。
その場合は、隊長とチームリーダーを選定しておきます。また、連絡網や部会のメーリングリストへの登録も行い、すぐに連絡が取れるようにしておきます。
団体名は「新しい公共をつくる市民キャビネット　災害支援部会」
部隊名は　短く「市民キャビネット」○○隊と、チーム名同様に自分たちで名前を作ってください。そして、宮城県のバスなどの参加の場合でも必ず事前に本部へ登録をしましょう。その際、場所と期間、参加者名をFAXしておくとボランティア保険が自動的にかかります。ボランティア活動の往復と活動中の事故などに備えて、必ず保険には加入することが大切です。
部隊、チームでの活動でのポイントは、移動手段と食事、飲料水、宿泊場所の確保です。ボランティアツアーのような形で、盛岡市、仙台市、郡山市などの宿泊先から被災地へ出かけるスタイルもありますが、時間的効率から現地のビジネスホテル（例：石巻市では１泊3,500円、夕食600円）などの活用、利用は地域の経済活性化のためにもお奨めします。
環境によっては寝袋持参で自炊や携帯食料で過ごさなければなりませんので、事前での調査は必ずしておきます。
現地での作業にあたっては、行政職員やボランティアセンター職員の指示に従いながら、隊長やチームリーダーの指示で協調して行動します。職員は他の膨大な仕事も抱えていますので負担をかけないように、隊やチームが自発的、自律的に活動することが重要です。特に安全に、2次被害を出さないように組織的に活動し、倒壊の危険にお互いで注意したり、海岸近くでは、まだ大きな余震や津波の危険もあることから見張り番を立てたり、拡声器や連絡、集合、解散などの打合せを行い、勝手に単独行動で迷惑をかけないこと。自動車や重機などにも注意して作業に当たるようにしましょう。作業開始前と終了時にはチームリーダーは必ず点呼をとるようにします。
また、廃棄物や瓦礫であっても被災者には思い出の品々も多いので、取り扱いには配慮しましょう。例え不愉快なことがあっても作業時には大声や罵声、大笑いなど周囲にも気を使うことが礼儀です。作業前と終業には元気よく挨拶を。被災者には出来るだけ声がけや話を聞く態度で臨むといいでしょう。いい印象は共同責任です。チームでの仲も尊重して作業に当たります。
作業は季節的に悪臭やばい菌も増えてきます。家屋の解体には話題のアスベストも排出されています。粉塵が空中に舞ってもいますのでマスクは必需品ですが、作業後の手洗い、うがいなど衛生にも注意が必要です。ボランティアが現地で寝込んだり、帰宅後体調を壊しては本末転倒です。作業時には十分に水分補給も心がけましょう。自律した体調管理は自己責任です。チームに迷惑をかけないように注意を。
ボランティアの服装と準備
基本的な作業に必要な服装の一例を下記に示しておきますが、作業用の道具は現地のボランティアセンターで貸与するか持参かなど事前に問い合わせておくといいでしょう。日本財団などのサイトにもイラストが掲載されていますので、参考にするといいでしょう。
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未来への宣言
平成２３年３月１１日14：46に発生した東日本大震は、
１．１０００年間経験したことのない巨大地震
２．地震によって発生した１０００キロを超える大津波が太平洋に広がる地域を壊滅
３．この自然災害が文明災ともいうべき原子力事故の引き金に
と、未曾有の巨大災害をもたらしました。
阪神・淡路大震災と今回の震災との大きな違いは、ＮＰＯとＮＰＯによる市民災害支援活動といった経験・考え方がない時代とある時代だということです。今まさに、自然発生的にさまざまな分野のＮＰＯが連携し、いち早く救援活動に乗り出しています。
「市民キャビネット災害支援部会」も、被災地のＮＰＯ・市民団体等と連携し、後方支援を担っています。そして本日、ここに、岩手、宮城、福島の７つのＮＰＯネットワーク代表と、それを支える全国のＮＰＯ・市民団体が集っています。
私たちは、被災地や避難先のＮＰＯ・市民団体等が自らの活動を前進させ、その上に地域の被災者支援の輪を広げていくことを目指します。また、被災した人たちが自主的なボランティアグループを形成し、支援活動を通じて、ＮＰＯ・市民団体として発展していくことをサポートします。
この「プロジェクト」は、国、地方公共団体、企業、労働組合等と協働して、市民が自主的・主体的に復興支援を行うプロジェクトであり、大震災発災後に、ＮＰＯ・市民団体等の特性を生かした献身的な初動活動を行った被災地・避難先のＮＰＯネットワークと連携し、復興支援に真剣に取り組むＮＰＯ・市民団体のプロジェクトです。
さらに、既成の枠にとらわれない自発的な市民の発意、工夫及び意思を尊重し、誰でもが希望すれば参加できる「プロジェクト」です。
また、この「プロジェクト」は、被災地・避難先のＮＰＯ・市民団体等の意見を尊重した建設的な政策提言を政府に対し行い、復興に貢献します。
市民キャビネット災害支援部会が提言してきた「協働型災害ボランティアセンター」（別紙）の実現を目指し、市民が主体となって、仮称「復興支援ファンド」と「災害支援人材研修センター」の設立を進める歴史的な「プロジェクト」でなければなりません。また、行政は行政、市民は市民、企業は企業だけのことをやるのではなく、寄付・投資減税などの政策的枠組みをこの「プロジェクト」に併せて実現し、志ある資金と人材、人材の持つ知識や経験を集結させることが必要です。
平成7年12月10日、『市民とＮＧＯの「防災」国際フォーラム』での神戸宣言およびその後の実践・協働を引き継ぎ、ここに集まった市民の総意として、再度宣言いたします。
「私たちは、自ら“語り出す”　“学ぶ” “つながる”　“つくる” “決める”行動を重ね、新しい社会システムを創造していく力を養っていくことから、日本国全体の復興の道を踏み出していくことを、そして、次世代に豊かな地域を残していくことを、ここに強く宣言します」。
平成23年4月24日　東日本大震災復興ＮＰＯ支援・全国プロジェクト
ボランティア登録スタッフ
	氏名
	

	住所
	

	電話番号／ＦＡＸ
	／

	生年月日
	年　　　月　　　日

	希望
	

	
	

	
	

	交通費（往復最大）
移動方法調査
	

	
	自家用車可能　団体車運転可能　免許なし

	備考
	


※あいおい損保「ＮＰＯ総合保険」に加入しております。事故・損害賠償について補償しています。
※雇用関係に入らないスタッフとして登録しています。
市民キャビネット　災害支援部会
〒338-0824　埼玉県さいたま市桜区上大久保519番地1
埼玉県浦和・大久保合同庁舎１号館
ＴＥＬ０４８－７１４－０５００・ＦＡＸ０４８－７１４－０５０９
市民キャビネット災害支援部会　御中
東日本大震災活動報告及び清算請求書
住所
氏名
送金先
	日　付
	活動場所
	内容
	金　額

	月　　日
	
	
	

	月　　日
	
	
	

	月　　日
	
	
	

	月　　日
	
	
	

	合　　計
	メッセージ
	


※支援物資代、本部から指示現場への立替え燃料代。現地で調達した物資代。
本部承認がない、車両レンタル代、人件費は自己負担ください。
領収証添付欄
添付物
１　研修認定証　名刺サイズ
２　ユニフォーム　ＬまたはＬＬ
３　協働型災害ボランティアセンター　Ａ４
４　車両掲示ポスター　Ａ３
５　活動報告（メールマガジンをプリント）
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